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 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 1274763612円
勤務費用 115163769円
利息費用 13906230円
数理計算上の差異の当期発生額 192903426円
退職給付の支払額 51229792円
役員に係る退職給付債務の当期発生額 590944円

       

期末における退職給付債務 1160291337円

       

 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の未積立退職給付債務 1160291337円

       

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1160291337円

       

退職給付引当金 1160291337円

       

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1160291337円

       

 退職給付に関連する損益
勤務費用 115163769円
利息費用 13906230円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 192903426円
役員に係る退職給付引当金繰入額 590944円

       

合 計 63242483円
       

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）
割引率 266％

７．重要な債務負担行為
次期以降に係る重要な債務負担行為は、以下のとおりであります。
第四世代インフラ共通基盤等運用保守業務等 67984488円
第五世代システム更改に伴う工程管理及び技術支援業務 51480000円
業務統合管理システムの更改に係る設計・開発等業務 806206441円
複合機・プリンタ保守付リース契約 27805201円
インターネットデータセンター賃貸借契約（変更契約） 29007264円

８．重要な後発事象
該当事項はありません。

９．金融商品に関する注記
 金融商品の状況に関する事項
当勘定では、資金運用については安全性の高い預金等に限定しております。

 金融商品の時価等に関する事項
当勘定では、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものに限定されるこ
とから、注記を省略しております。

10．収益認識に関する注記
 収益の分解情報
附属明細書「８ セグメント情報」に記載のとおりであります。

 収益を理解するための基礎となる情報
重要な会計方針の「５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当センターは、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引はないため、現存履行義務に係
る注記を省略しております。また、顧客等との契約における対価のうち取引価格に含まれない金
額に重要なものはありません。

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 法 人 は 、 令 和 八 年 十 月 五 日 社 員 総 会 の 決 議 に

よ り 解 散 し た の で 、 債 権 者 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日

か ら 二 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。 右 期 間 内 に お

申 し 出 が な い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 十 月 二 十 六 日

北 海 道 帯 広 市 稲 田 町 西 二 線 一 一 番 地

一 般 社 団 法 人 帯 広 畜 産 大 学 と こ と こ あ る

こ う 代 表 清 算 人 木 原 淳 兵
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